
平成11年３月12日、ここ数年来わが国金融を覆っていた暗雲を取払う時が来た。金融収縮が止

み、実体経済にも好影響を与えることが期待される。

この日、大手15行（都銀、信託、長信銀のうち１行を除く14行と地銀トップの横浜銀行）は、

昨年夏から秋にかけての大騒ぎの国会審議の末に成立した「金融機能の早期健全化のための緊急措

置に関する法律」に基づいて、金融再生委員会（以下、「再生委」という）から公的資金による7.5

兆円の資本増額の申請を承認されたのである（別に自己調達される予定額を合計すると9.6兆円の

資本増額となる）。このことについて柳沢再生委員長は、「本年３月期をもって不良債権処理を基本

的に終了し、内外の金融市場における日本の金融システムに対する信頼を回復するのに十分な額で

ある」と宣言している。

再生委は、同時にこの公的資金注入が成果を挙げる担保となるだけの厳しい内容の「経営健全化

計画」を各行から提出させ、さらに頭取、社長から直接これらの計画を遂行する基本的考え方等に

ついて聴取し、それらの内容を国民の前に公表している。再生委は、今後その確実な実行を監視す

るとしているが、再生委自身も15行経営者も国民の前に計画の実行を公約し、後に退けない形が作

られた。その内容は多岐にわたるが、何れもビッグバンを迎えて盛んに言われていたが自力ではや

り切れなかったことばかりといってよい。

これに反応した市場ではジャパンプレミアムの解消、株価の回復の動きなどが現われている。

各行との間には激しいやりとりがあったように伝えられているが、再生委並びに関係者の大局を

にらんだ適切な判断と機敏な処理の功績は大きい。それにしても日本の金融システムの中枢ともい

うべき大手15行の資本の相当のシェアが政府の手に握られ、業務運営の隅々まで厳しい監視下（銀

行法26条の業務改善命令の予告付き）に置かれる状態は異常である。一日も早く脱却することを望

みたい。

多額の不良債権を抱えたままビッグバンに突入し、各行を一挙に資産の自己査定・公表・市場の

評価という寒風の中に立たせたが、弱い銀行を市場に突かれて金融崩壊、金融システム不安が増幅

されたことは否めない。市場に委ねる前に今回のような政策的措置が早い段階でとられていたら、

との思いは深い。

今後について一言いえば、再生委の最大の関心は、多過ぎる銀行を減らすことを中心とした金融

再編、収益力の向上、公的資金の早期回収にあるようだ。これは各行も望むところだろう。反面で

銀行の公共性も忘れられてはならない。

金融再編の波は地域金融機関にも波及する。経営者は、15行の経営健全化計画を十分参考にする

ことが望まれる。
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